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経済学研究第32者会第工努

労働組合の参加形態と企業成長
一一北海道企業の実態一一
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合言

1970年代に北散を中心として労働総合の代表によるトップ・マネジメ γ ト

に対する経営参強制度がく導入されて，人々の注目安集めた。その時揺に我

が爵の労使が選んだ遣は， そうした北欧誌のやりガよりも，既に 1950年代

米から 60年代にかけて行なわれた，一連の合理化運動の内から生じた事前協

議舗を中心とする労使協議の言者鰯震を，より以上選濃させる道であった。

確かに階級制度の存在しない平等な社会であり，かつての組合幹部が上位

管理者になる場合が普通に見られ，教米とは異なった労使関係の特徴を持つ

我が罷においては，北欽流の経営参加髄震よりも，日常の実紫的経営活動に

対する多数の組合員の参加競震の充実友関ることが大切であろう。

けだし我が鴎の濯用形態では，錨人は特定の仕事や機能の護持者としてで

はなく 3組織体の構成員と され?従って箆期としてき話毅組識体に一定

の年齢まで構成換として雇用され続けるものと理解されている。強々入試，
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定期的に担当する仕事を変え，部署を変えることにより幾つかの複数の仕事

の遂行能力を修得し，市場や技術の変化に応じて組織体内で必要とされる部

門間の移動を可能としている。一般に技術的機能的に共通点を持つ部門相互

間の移動には，組合は関与ぜず，原則として組合がその移動に関心を示すの

は，全く従来の仕事と関連のない部署や職場に組合員が移動させられる場合

のみである。この為に部や課ごとの仕事は，明確に区分されてはいるが，同

ーグループ内での個々人の仕事の範囲は，必ずしも明白ではなく，担当者の能

力に応じて事実上弾力的に各人の仕事の範囲が定められることとなる。そう

した処では，当然に賃金も日々の仕事に正確に照応して明確に定めることは

困難であり，勤続給を加味した職能給が中心となる。また一定の年齢までの

継続的雇用を中心とし，事実上の職業教育を企業内で行なう処から，勤務評

定も長期にわたり，多数の上司の手を経て行なわれる仕組みとなっており，

毎期行なわれる評価結果の差は，それほど大きなものを直ちに生み出すもの

ではなく， 10年， 20年といった期間に生じた累積的評価差額によって，始め

て大きな個人差を生み出す形となっている。その意味において，いわゆる年

功序列とも見られる昇進制度や賃金体系が生み出されることとなるが，その

実，長期的に見ると個々人の能力や態度を査定した人事が行なわれる結果と

なっている。また管理監督者自体が屡々移動し，その部門の最も習熟した人

が上位に居るとは限らず，従って実際の日常的企画業務は，実際に執行に当

り，一番良く事態を知っている者によって担当される場合が多い。従って，

労働協約や就業規則も余り詳細な規定にまで及ばない場合が多く，例え具体

的な規定がある場合でも，当事者によって可成り弾力的に運用されているの

が普通である。

こうした環境の下では労働組合も職種別に組織化を行なうことは，例外を

除き困難であり，白から特定の組織体ごとに一括加入方式の労働組合となり，

同一職種に従事する労働者の利益よりも，同一組織体に所属する者の共通利

益の擁護が中心となりやすい。団体交渉もその多くは，同一組織体内におけ

る使用者と従業員との関係であるために，企業内の秩序に対する従業員の平
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均的要求の取引きの形となり，この留からも， 1関々人の地位や行動の基準を

具体的に厳筏に規定することが難しく，勢い労働協約は，告務的抽象的なも

のとなりやすい。

って，日常生じる労使関係の具体的個別問題には，前もって関

されたルーノレに詫って定型的に処渡することのできないものが多く，

おいて，協議し薄足処理されなければならないものが存殺することとな

り，この索、味における協議は，一面団体交渉の延長または変移といった意味

が含まれることとなる。この点我が障の労使協議鎚度は，欧米流の労愛関係

とは異質の性格を食んでいると震い樽ょう O

期ち，欧米における雇用は，原期として特-定の仕事や機誌の鎧当者として

行なわれ，原則として経織内での移動が定期的に頼主によって行なわれる様

なことはない。従って開ーの設事や職種の相当者が，組織の枠合越えて集ま

って自分違の職業集団としてのお益を擁護しようとする動きが生じることと

なり，その組合は， 1磁到的組織体の外務にある別の組織体として春在し，所

る間諜な職種に詫事している組合員の利裁のために，雇馬表の集部乃至

躍用者としての特定の組議体と関体交渉を行なうこととなるOこの場合， I弓ー

職種に従事している人々の共通利益であるために，その協約は;;その職種に議

して具体的かつ詳績に特なうことが可能でーあるし，また必饗となる。

にそうした共通の協約を鑑別の企業に連用する場合は，その適用を巡って使

用者と組合員との間の協議を必要とする場合が生L その意味で団体交渉の

延長としての性格を持った突渉が行なわれることとなる。苦構処理制震が毘

体交渉の明白な補磁器開として，労働龍約において重要なさ疑誌をY占める所以

る。

これに対して我が国の場合は，労働協約自体が意義擦問仕事別に必ずしも興

向な規定を持っていないことに加えて，組合員と とが同ーの組議体の

構成員のみからなっているのが普通であり，部体究渉と との構成員

が，事爽上岡じ人達によって構成されている場合が多い。労使協議会は， ILO

により 1952年に「使用者及び労識者の相互に欝祭ある泰明で団体交渉舗設
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の範囲内にないもの，又は雇用条件の決定に関する他の制度によって通常取

り扱われないものについて，企業における使用者と労働者との聞の協議及び

協力を促進するため，適当な措置を執るべきである」として，その設置が勧

告されている。従って，団体交渉制度と労使協議会とは一応異質の制度と規

定することも可能ではあるが，上述のような我が国の労使関係の構造から見

て，両者の聞に明確な区別を行なうことが困難となっている。労使協議制度

は，団体交渉の事前協議の場としての機能を果しており，そこで解決出来な

かった諸問題が，改めて団体交渉の場に持ち出される場合も多い。また団体

交渉によって決められた協定の具体的適用が，労使協議制度で協議せられる

場合も普通に見られるところである。

そしてこうした事態は，すでに多くの実態調査によって知られており，ま

た多くの論者により指摘されてきたところであり，今改めてこれらの問題を

取上げる意図は持っていない。問題は，こうした我が国の特徴ある労使協議

制度を中心とした経営参加制度の実際の機能形態と，企業成長との間の関係

である。すなわち，こうした特定企業の労使の話し合いを重視した柔軟な労

使関係の成立した基礎には，労使による所属組織体の成長への共通の願し、が

底流にあった筈で、ある。この極めて日本的とも言える共通の目的に対する各

種の参加形態の持つ意味に，今日まで全く体系的な分析が行なわれないでき

ている事実は極めて不思議なことであると言えよう。

本研究は，こうした意識に基づき，北海道生産性本部の協力を得て，北海

道企業における労働組合の経営参加形態と，企業成長との関係を分析したも

のである。

二，北海道の労働市場

まず北海道の労働市場の状況を簡単に見ておこう。北海道の人口は，昭和

55年10月現在で， 555万6，400人(全国人口の 4.8%)である。本道の人口

は，昭和30年当時全国人口の 5.4%を占めていたが，高度成長期を通じて人

口の流出が続き， ピークの昭和45年には， 年間7万4，600人の転出超過が
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生じた。しかし 55年には，この数字は4，900人程度にまで減じている。 55年

現在の就業者は， 259万4，000人(労働力率62.6%)で，全国の就業者の 4.7 

%を占めている。その産業別就業者の構成を見ると，第1次産業は， 13.4% 

(全国平均 10.9%)，第2次産業25.4%(全国平均33.7%)，うち製造業 10.7 

%(全国平均23.6%)で， 建設業就業者の割合(北海道13.5%，全国 9.6

%)の高いのが目立っている。第3次産業は， 61. 2% (全国平均55.4%)を

占めており，このうち卸売業，小売業，サーヴィス業の比率 (67%)が全国

(41. 2%)に比べて大きい。

次に賃金水準は，常用労働者の賃金(現金給与総額)は， 1ヶ月平均24万

9，511円で全国の 26万3，380円に比較して 1万3，869円の差が認められ

る。常用労働者の平均月間労働時聞は， 181. 2時間で全国の 175.7時間に比

較して， 5.5時間増となっている。また週休2日制の普及率は，企業規模100

人以上のうち， 50人以上規模の事業所の管理部門での実施割合は， 56.9% 

(全国平均70.1%)である。 55年の春闘の賃上げ率は，平均7.4%(全国平

均6.87%)での 0.53%高となっている。また本道の企業の特徴は一般に自

己資本が乏しく，労働装備率 (55年で全産業平均283万8，000円)が低く

(全国平均403万円)， 1人当りの付加価値率(全産業平均351万3，000円)

が低い(全国平均441万円)点が挙げられる。

なお労働組合は， 4，887組合(全国は， 7万2，700組合)，組合員数は53万

人(全国は 1，237万人)で， 推定組織率は 30.0%(全国平均30.8%) とな

っている。主な加盟団体は，昭和55年度で総評系31万5，339人 (59.4%)，

同盟系4万8，771人 (9.2%)， 中立労連3万4，295人 (6.5%)となってい

る。

-，参加形態と企業業績

一実態調査一

我が国の労働組合の経営参加に関する調査としては，日本生産性本部によ

り昭和39年より継続的に行なわれている労使協議制度を中心とした調査が
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産 業 分

第1表

類 |個数i % 

1 水 産 業 1 0.9 

2 鉱 業 1 0.9 

3 建 設 業 6 5.6 

4 食 料 品 6 5.6 

5 繊 維 1 0.9 

6 木材・木製品 l 0.9 

7 家具・装備品 O 0.0 

8 紙・パノレプ 4 3. 7 

9 出版・印刷 1 0.9 

10 化学工業〔薬品・その他〉 3 2.8 

11 石油・石炭 2 1.9 

12 コ 品、 O 0.0 

13 皮 革 O 0.0 

14 窯業・土石(ガラス・セメシト・窯業〉 5 4.6 

15 鉄 室岡 3 2.8 

16 非鉄金属 1 0.9 

17 金属製品 5 4.6 

18 一般機械 8 7.4 

19 輸送機械(自動車・造船・その他〉 4 3. 7 

20 精密機械 1 0.9 

21 その他製造 2 1.9 

22 卸売〔卸売・商事〉 5 4.6 

23 小売(百貨庖・スーパー・小売〉 17 15.7 

24 銀 行 5 4.6 

25 信用組合保険(生命損害保険〉 O 0.0 

26 不動産業 O 0.0 

27 運輸・倉庫 8 7.4 

28 私 鉄 O 0.0 

29 ノξス・タクシー 9 8.4 

30 その他運輸 3 2.8 

31 通 信 O 0.0 

32 電 力 2 1.9 

33 カF ス l 0.9 

34 サーヴィス 3 2.8 

メ込
日 計 円ゐ| 100 
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第2表正規従業員数

規 模 l 回(社答〕数
100人以下 22 

100~199 人 35 

200~299 人 12 

300~499 人 17 

500~999 人 11 

1，000人以上 11 

メ日込 計 108 

第3表正規従業員全体の平均年齢

平均 年 齢 | 回(社答〉数
46歳以上 1 

41~45 歳 11 

36~40 歳 42 

31~35 歳 33 

26~30 歳 18 

20~25 歳 3 

無記入 O 

J口'- 108 

第4表男子従業員の平均年齢

平 均 年 齢 1 回(社答〕数

46歳以上 1 

41~45 歳 18 

36~40 歳 50 

31~35 歳 22 

26~30 歳 15 

20~25 歳 O 

無記入 2 

メι斗s 言十 108 

第5表女子従業員の平均年齢

平均年齢 i回答数
!(社〉

46歳以上 2 

41~45 歳 5 

36~40 歳 11 

31~35 歳 14 

26~30 歳 21 

20~25 歳 53 

無記入 2 

メ日斗 計 108 

第6表主たる労働組合の上部

団体との関係

上 部 団 体 |回〔答%)数

1怠 評 26 (24.0) 

向 盟 22 (20.3) 

中立労連 6 ( 5.6) 

そ の 他 43 (39.8) 

2つ以上の組合を持つ 11 (10.1) 
ている

合 計 11凶 (10 

第7表産業別組織との関係

産業別組織
回答数
(%) 

ぷ凡夫E4ご2組 I39 (36.1) 
加入していない I 69 (63.9) 

合計 1108( 10 

第8表地域別組織との関係

地域別組織 回答数
(%) 

ぷ凡社主ご2組 I19 (45.4) 
加入していない I 59 (54.6) 

合計 1108(日
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ある。本繍査は，詔和田年9J.lに行なわれ 56年4)ヲに去表されたとの報

81 r新意義壌下の労使協議制JB 
を参考にして費時用紙を作成い詔和56年8月に，北語道に本社を

持つ企業を中心にして 50人以上の組合員合持つ代表的企業500社を選び郵

送方式において行なわれたものであるO 部容は 118社より頂慈し，この内 108

社について分析が可能であった。問答を寄役らたた企業の業種と従業員

及び、所麟組織との関係は次の通りである。〈第1~第 8 表参鱗〕

なお企業の成長性分析は，通産省方式に笑い「梁績評点j と質調に対する

部容との閣の糧擦を求める方式を採った。即ち，業譲評点は，。から10点ま

での連緩数評点で表わされ，これは「成長性評点jと「収益性評点jとを加

えたものである。

成長性評点口4年間の売上高の移動平均値の伸び率を， 0~5 点までの連続

数に評点、イじしたもの。

収益性評点=使用総資本経科議選手を 0~5 点までの連続数に評点化したも

の。

使用総資本続料主主率出
55年俊税引後純利益
一一一
年度使用総資本

分析はまず， 、て「成長役評点J，r収益性評点J，r業績評点J
令出して，各雲鍔ごとにこれらの評点との関係の分析を行なった。この分祈

念以後詰統的分析と呼ぶ。次いでこの分析の結果，全質問のうちで，業譲評

点に相対的に強い影響を与えていると患われる質問項目をお項目選び出し，

F検定を行ない，有意水準15%でおそ露目を選び出し，数重量化理論第1

より，業績評点に与える絶対的強さを比較した。その結果はJJU畿の通り

り，重相関係数は0.760となり，業績評点の 57.7%はこの 20項闘により

閉されるとの結果が得られた。以下説明の11際序として，数議化理論第工芸員に

よる結果か いくこととするo (第9・10
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第9表

ア イ T ム 123員長2詰!有無水準F
労使協議機関の有無 1. 369 0.245 

協議機関設置の時期 1. 650 0.202 

経営方針 3.931 0.067 

会社組織の新設・改廃 1. 335 0.262 

企業の進出 5.642 0.020 

生産計画 0.834 0.381 

新機械・新技術の導入 2.390 0.1329 

人事異動基準 1. 280 0.271 

教育訓練計画 2.744 0.110 

勤務態様の改善 2.214 0.153 

評価・評定基準 2.758 0.107 

配転・一時帰休・人員整理 3.743 0.063 

安全衛生 2.502 0.132 

福利厚生 4.859 0.035 

文化体育活動 6.500 0.016 

賃金制度 3.072 0.085 

労働時間・休日制度 1. 812 0.185 

労働協約の解釈・適用 1.149 0.300 

苦情処理 4.644 0.042 

企業環境分析 0.722 0.398 

採用要員計画 2.891 0.092 

教育訓練・能力開発 1. 961 0.164 

安全衛生・事故防止 2.533 0.114 

福利厚生 4.631 0.034 

高齢化・定年延長問題 4.702 0.032 

機密情報・資料提供範囲 10.408 0.010 

協議内容の伝達方法 1. 068 0.311 

賃金制度・体系の改定 5.012 0.030 

労働時間・制度の変更 2.693 0.100 

事務所をこえる配置転換 1. 704 0.197 

定年延長・再雇用制実施 2.436 0.126 

QC.ZDの小集団活動 1.293 0.258 

職務拡大・職務充実 2.741 0.098 

カウ γセリ γグ 1. 390 0.247 

設備計画 1. 933 0.168 

9 (9) 

アイテム採
用の有無

× 

X 

O 
X 

O 
× 

O 
× 

O 
X 

O 

O 
O 
O 
O 

O 
X 

× 

O 
× 

O 
X 

O 
O 
O 

O 
X 

O 
O 
× 

O 
× 

O 
× 

X 
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質問項
(アイテム〉

経営方針

道外進出

新機械・技術導入

教育訓練計画

評価・評定基準

配整転理 ・ーて時帰休・人員

安全衛生

経済学研究第32巻第l号

第10表

回答~
(カテゴリー〉

報告・説明のみ

協議事項

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の イ由

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

協議事項

意見の一致を必要

|該当なし

その他

|個数|係数|レγジi筆均雲閣係翼
85 0.057 4.884 

6 0.196 0.846 5.456 0.401 

10 -0.650 4.520 

7 0.063 5.135 

20 -0.069 4.890 

15 0.310 5.234 

1 I -0.565 0.875 4.590 0.340 

54 0.031 4.802 

18 -0.245 4.934 

62 -0.002 4.903 

9 -0.285 5.174 

1 1. 009 1. 294 3. 709 0.197 

22 0.051 4.723 

14 0.040 5.058 

56 -0.010 4.869 

19 -0.073 0.173 5.005 0.088 

6 I -0.001 5.074 

17 0.056 4.682 

10 o. 100 5.123 

37 -0.006 4.855 

23 一0.1500.313 4.921 0.204 

15 0.013 4.962 

19 0.163 4.745 

14 -0.004 5.116 

8 0.343 5.063 

36 0.062 0.519 4.842 0.289 

32 -0.046 4.935 

16 4.677 

16 一0.043 5.091 

15 0.011 4.809 

58 0.059 0.688 4.937 0.274 

16 o. 196 4.882 

9 -0.202 4.575 

10 -0.492 5.126 



労働組合の参加形態と企業成長真野・佐藤 11 (11) 

質問項目|
(アイテム)

回答枝
(カテゴリー〉

報告・説明のみ

福利厚生 協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

文化体育活動 協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

賃金制度 協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

報告・説明のみ

苦情処理 協議事項

意見の一致を必要

該当なし

そ の 他

|議題となった
採用要員計画 1 

l i議題とならない

|議題となった
安全衛生・事故防止 | 

|議題とならない

福利厚生 |議題となった

|議題とならない

|議題となった
高齢化・定年延長 ! 

|議題とならない

機範密囲
情報・資料の提供

中央三役

中央役員

支部執行部

ケース・ノミイ・ケース
中央
ξイ三・
役だがケース

-ノ ケース
そ の 他

同|点数|レシジ|私開係裂
18 -0.014 4.927 

49 0.021 4.918 

9 -0.178 0.422 4.910 0.158 

6 0.244 4.364 

26 -0.025 

15 0.178 4. 750 

49 -0.132 4.917 

12 0.066 0.644 4.939 0.364 

一0.269

18 5.168 

4 

40 o. 0671 1 4. 886 

52 -0.116i 1. 1031 4.8701 0.377 

3 0.624 4.995 

9 0.381 

7 一0.262 4.862 

53 一0.061 4.907 

24 0.098 0.607 4.941 0.299 

10 -0.214 4.494 

14 0.345 5.099 

I2|川0.18叫 0.201
lzl-;:調。吋z10剖1
|;;|-:110叩~I 0.237 
i;:|-;12io市;;|0404
32 0.054 4.942 

16 -0.152 4. 736 

11 0.142 5.121 

39 -0.008 2.057 4.892 0.325 

1 -1. 904 3.709 

9 0.153 4.917 
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質問項
(アイテム〉

賃金制度・体系の改定

労働時間・制度の変更

定年の延長・再雇用制

職務拡大・充実

経済学研究第32巻第l号

回答肢
(カテゴリー〉

団体交渉

合意まで協議

警カけ会出

にかけず会社責
施

5年間で該当なし

団体交渉

合意まで協議

皇で議実警施にかけ会社責任

にかけず会社責
実施

5年間で該当なし

団体交渉

合意まで協議

語Eカ吋会社前
にかけず会社責
実施

5年間で該当なし

入 有

入 無

!個数|係数|レγジ|華均賃|関係襲
39 0.210 4.960 

23 0.100 4.956 

6 -0.041 0.483 4.460 0.41C 

2 0.070 4.860 

38 一0.273 4.871 

44 0.022 4.907 

31 0.163 5.000 

61 -0.438 0.601 4.428 O. 34~ 

l O. 151 5.120 

26 -0.137 4.862 

30 -0.133 4. 766 

16 O. 195 5.041 

5 0.279 0.477 4.895 0.278 

2 0.344 4.925 

55 -0.022 4.928 

1261-1045;;;|O回82 1 -0.0291 1 4. 

重相関係数 O. 760 

アイテム数 20 

カテゴロー数 85 

1. 数量化理論第 1 類によ~分析

業績評点に与える相対的強さは，まずレンジの数字によって見ることがで

きる。この数字は偏相関係数によって補足されている。即ち， レンジの数字

も偏相関係数の数字も両方とも高いものほど，業績評点に強い影響力を持つ

ものと見ることができる訳である。表から判るように，両者の数字がともに

高いものとして「機密情報資料の提供範囲」をどこまで認めているか，労使

協議機関における「賃金制度j，r文化体育活動(余暇開発等)j，r経営方針j，

「道外進出j，r苦情処理j，r新機械技術の導入」の各項目の取り扱い，過去5

年間における「賃金制度・体系の改定」の対処の仕方等が挙げられる。この
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賃金制度や賃金体系の問題は，本来，団体交渉の対象となるべきものであり，

苦情処理もそれに準じた事項である。「経営方針j，1"道外進出j，1"新機械技

術の導入」も大規模な配置転換の問題が伴う可能性の強い問題であることを

考えると，団体交渉の課題に準じた性質を含んだものである。

これに対して，労使協議機関における「教育訓練計画」の取り扱い，過去

1年間に労使協議機関で「採用要員計画j，1"安全衛生・事故防止j，1"福利厚

生」が取り挙げられたかどうか， 1"職務拡大・充実」の制度が導入されてい

るか否か等は，業績評点に相対的に耳目し、影響力しか与えていない事実が示さ

れている。換言すれば， 1"機密情報資料の提供範囲」の項目のレンジが，一番

大きな幅を持っている事実に反映しているように，労使聞の信頼関係を反映

するような項目以業績に対する影響が強く，逆に労務管理に関する様な項目

の影響は弱く，本来労使協議機関の主要課題と考えられてきた「福利厚生・

安全衛生」等の項目の影響力は，それほど強いものではないということが言

えよう。次に各質問項目を順次検討していこう。

11.伝統的分析

1. 労使協議制の有無と業績

労使協議制度を全く持たない3社を除くと，一般に言って，全社レヴェル

での労使協議制度のある方が，事業所レヴェルで、の労使協議制度しかない場

合よりも業績的に良いようである。(第11表参照)

2. 労使協議機関設置時期と業績

設置時期の新しい企業ほど業績が良いという結果となった。(第12表参照)

3. 労使協議機関設置の発議と業績

労使協議機関の設置を発議したのが会社か組合かとの質問に対して回答を

寄せた企業70社 (38社は無回答)について見ると， 組合側が発議した場合

の方が業績的には良い結果を示している。これは，会社側が発議する場合に

は，経営上の困難を乗り越えるために，組合の協力を求める場合が屡々見ら

れるためであろう。(第 13表参照)
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全丙 社・事ノレで業、有所 4.88 2.46 2.42 4. 71 4.93 4.57 5.04 

労 レヴェ る (33) (1) (23) (5) (4) 

組
全事社業・ レヴェノレ有無 4.89 2.49 2.40 5.55 4. 78 4.93 4. 77 
所レヴェノレ (57) (5) (24) (17) (1l) 

一 全事業社所レレヴヴェェノルレ無有 4.74 2.33 2.41 0.0 4.74 0.0 0.0 
(4) (0) (4) (0) (0) 

ペコ
両方とも無し

5.51 2.26 3.26 0.0 6.69 0.0 4.92 
(3) (0) (1) (0) (2) 

全 社・事で業有所 4.80 2.42 2.39 4.72 4. 71 0.0 4. 78 
両レヴェノレ る (8) (1) (3) (0) (4) 

全社レヴェノレ 5.07 2.69 2.38 0.0 4.97 0.0 4.28 
のみ有り (3) (0) (2) (0) (22) 
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4.86 
(22) 

( )内は会社数

第 12表労使協議機関設置時期と業績

〔全社レヴェノレ〕

昭和 56~53 年
5.04 2.66 2.39 7.15 4.90 4. 77 
(13) (1) (5) (5) (2) 

昭和 52~50 年
4.86 2.47 2.39 0.0 4. 71 4.96 4.96 
(10) (0) (4) (4) (2) 

昭和49年以前
4.86 2.45 2.41 5.01 4.87 4.80 4.85 
(78) (6) (43) (13) (16) 

無 雪ロ寸w 入
5.07 2.30 2. 77 0.0 5.13 0.0 4.92 
(7) (0) (5) (0) (22) 
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4. 労使協議機関設置の根拠

労使聞の協議機関を設置している根拠が労働協約か，労働協約以外の労使

の申し合わせか，或いはそれ以外のものかを問うたところ，労働協約に基づ

いているとした企業の業績が良かった。これは労働協約を結んでいる企業

は，基盤のしっかりした企業が多いことと，労働組合の積極的態度との影響
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第13表

その他業
3次産

総 メ口'-
G.11 ，c，. I，c， どう.;)~ G./O よ安崎 d:フ

0.〔i7邑〕 ii 4.94 
(20) く3) (9) (1) 

1Z2為ζ 社
4.95 2.34 2.41 5.12 品.79 4.62， ふ71
(50) (1) (2号〕 (9) (11) 

そ の 俄
4.96 2.57 2.40 4.91 5.01 毛布80 5‘03 
(31) (3) (14) (6) (8) 

実襲 設lid 入| 5.07 2.30 2. 77 0.0 5.13 0.0 4.92 (7) (0) (5) (0) (2) 

f.r さ-口二ri令 4.90 2.47 2.43 5.31 4.88 4.86 
(108) (7) (57) (22) (22) 

第14表労使協綴機関設震の根拠lと業績

労働協約

協労使約の以申外合せの
4.82 ! 2.39 7.15 1 4.74 4.881 4.66 
(33) (1) (16) く7) (9) 

そ dコ イ成 48§; 2.51 2.38 4.66 4.85 4.72 5.26 
f寸号、 (8) (1) (2) 

去悪 ~è 入 2‘26 0.0 6.69 0.0 4.92 
〆r、、、

〈ヱ〉 (0) (22) 

ぷZコゐi 言十 "をA‘QZFV1i 1 2必! 4.88 4.85 4.86 
rry、 (57) く22) (22) 

と考えられる。(第 14表参簸〉

5. 労設協議機関における付議事項の取り扱いと業譲

労使協議機関に付議される事項の取り援いと業績の鴎係た錦べてみた。

「協議する事項J. I意見の一致てど必要とす

る規まをなしjの4種に区別して質問した。次の表・(第 15表)β，そ

の結果を整理したもので.Iその他」とはそれぞれの事項において，どれにも

記入しなかった企業グループであるO

して判るように，各賞問事項ともに，然記入(その俄〕の企業の業綴

が良し、。そこで無記入の企業グルー も良いという となっ
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項については，次に業績の良い企業グ、ノレープをも示してみた。 O印のついた

ところがそれである。なお，この質問には答え難し、性格のものが多く含まれ

ているために， 労働協約に基づいて労使の協議機闘を設置している 60社を

抜き出して， 60社についても同様な分類を行なってみた(第16表参照)。こ

の60社については， 比較的労使協議機関の付議事項の取り扱いが明確に定

められている可能性が強いと考えられるからである。なおこの設問は記入す

る側から多くの疑問が提出され，今後の検討の必要性を痛感させられた点を

付記しておく。

1.経営的事項

一般的に言って，この事項については意見の一致を不必要として，説明や

協議により理解を求めるという企業が多い。経営者の本来担当するべき機能

に関する事項である以上当然と言える。しかし，相対的業績の上下の差の大

きかったのは，経営方針，企業の道外進出，海外進出の 3項目であった。い

ずれも協議事項として取り扱っている企業の業績が良い。換言すれば，経営

問題に対して組合の関心の高いところが良い業績を上げていると言えよう。

なお，無記入のところを除くと，業績の良さは，いずれも成長性評点が収益

性評点を上廻っているところから生じ，逆に業績の悪い企業は成長性評点、が

収益性評点を下回っている。

2. 生産的事項

一般的に言って使用者による報告・説明のみによって処理されるところが

多いが，業績的には協議事項として取り扱われているところが良L、。上下の

業績の差の大きかった項目は「新機械・新技術の導入」であった百

3. 人事的事項

総ての質問項目に対して，無記入の企業の業績が一番良L、。

人事的事項は，元来団体交渉の対象となり得る事項であるとともに，時聞

をかけた労使の多くの協議をも必要とする事項である。こうした性質を反映

して，この各事項における取り扱いの差に関係して生じる上下の業績評点の

差は，いずれも少なかった。無回答の企業がし、ずれの事項についても良い業
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第15表労使協議機関の付議事項と業績

※ O印→業績が一番良かったもの x印→業績が一番悪かったもの(但し，その
他がO印の場合の次点→O印〕

一¥~一一一一一一

(1) 経営的事項 (会社数〉

①経営方針 101 (Ql 7 

②営業・生産等の当面の目標 × 91 (Ql 8 

③ 会社の業績と経理内容 111 (Ql 8 

④ 会業社・組事織業機所等構のの新統設廃合・改を含廃む(工〉 。 10 

⑤企業の道外進出 X 11 154 18 

⑤企業の海外進出(海外支!古，合
弁企業への出資を含む〕

21 

⑦ その他( 11 !12: 94 

(2) 生産的事項

①生産計画 X 2 131 (Ql 11 

③設備計画 791 0 111 × 2 61 (Ql 10 

③新機械・新技術の導入 621 (Ql 1 9 × 1 22 14 

@生産性の測定 O 38 11 2 x 361 (Ql 21 

信山〕 項提案の処告u理1支によって提案された事 331 (Ql 17 10 × 29 19 

@ その他( 。 l 1 11 95 

(司人事的事項

①採用・配置基準 571 0 J 町 x I~:I (Ql I~~ 
②人事異動基準 44 31 O x 1121 (Ql 111 

③教育訓練計両 56 19 O x 117i (Ql 110 

④勤務態様の改善 17 47 O 判 x 1 8j (Ql 113 
⑤職務分析 341 0 16 8[ x 13~1 (Ql 115 

⑥ 評価・評定基準 37 23 O 151 x 119i (Ql 114 

⑦ 配転・一時帰休・人員整理 O 8 

③ その他( O 10 

凶社会的事項

①安全衛生 151 0 

②栴利l草作(企業内福利厚生施設
の運営等〉

O 18 49 x 1 61 (Ql 126 

③ 文化体育活動(余暇開発等〉 15 49 O x 1141 (Ql 118 

④公害対策 31 × 22 O 351 (Ql 117 

⑤地域問題 241 (Ql × 

⑤ その他〈 O 

(日労働条件事項

①賃金制度 目i O 1白 9②労働時間・休日制度 o 1 31 (Ql 1 9 
③定 年 告日 O 5: (Ql !10 

③退職(年〉金制度 .371 O id O 23|1 O 110 
⑤その泊( 。 11!11195 

(6) そ の 他

①労働協約の解釈・適用

1l10l ②苦情処理 O x i101 (Ql 114 

③就業規則の改廃 111 x 
o Il~1 (Ql I~~I ④ その他( 〕 111 195 
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第16表労使協議機関の付議事項と業績
(労働協約に基づさ労使協議機関を設置している 60社〕

※ O印→業績が一番良かったもの x印→業績が一番悪かったもの(但し，その
他がO印の場合の次点→O印 x印が1社乃至2社の場合の次点→ム印〉

一一¥一一一-i
(1) 経営的事項 (会社数〉

①経営方針 。41 41 0 11 

② 営業・生産等の当面の目標 50 × 5 31 (Cj) 1 2 

③ 会社の業績と経理内容 × 54 2 21 0 12 

@ 会業社・組事業織機所構等のの新統設廃合・改を廃含む(工〉 × 

215 司自
O 31 1 2 

⑤企業の道外進出 X 

(ω百〕 企業の海外進資出(海合外支〕応，合
弁企業への出をむ

X 1 391 0 18 

⑦ その他(

(2) 生産的事項

①生産計画 43 X 3 21 0 8lo 4 

②設備計画 ム 45 7 × 11 0 41 (Cj) 3 

③ 新機械・新技術の導入 361 (Cj) 4 X 1 ム 131 0 6 

@生産性の測定 × 24 7 X 01 0 201 (Cj) 9 
⑤ 提項案の制処理度ーによって提案された事 X 201 (Cj) 11 O 5 15 9 

⑤ その他(

(3) 人事的事項

① 採用・配置基準 361 0 12 X 3 51 (Cj) 4 

②人事異動基準 X 271 0 18 5 61 (Cj) 4 

③教育訓練計画 × 31 11 O 5 101 (Cj) 3 

④勤務態様の改善 8 28 X 111 0 71 (Cj) 6 

⑤職務分析 191 0 10 × 6 201 (Cj) 5 

⑤ 評価・評定基準 X 17 17 5 

⑦ 配転・一時帰休・人員整理 。3 23 × 181 191 0 7 

③ その他(

性)社会的事現

①安全衛生 × 91 0 35 9 41 (Cj) 3 

② 福の利運厚営生等)(企業内福利厚生施設 X 12 28 O 6 31 (Cj) 11 

③文化体育活動(余暇開発等〕 X 11 26 O 6 71 (Cj) 10 

④公害対策 18 13 O 3 X 191 (Cj) 7 

⑤地域問題 151 0 8 X 2 ム 7 

⑥ その他(

(日労働条件事項

①賃金制度 × 21 0 23 ム 29 31 (Cj) 3 

②労働時間・休日制度 X 11 0 25 ム 28 31 (Cj) 3 

③定 年 j~U 24 ム 29 31 (Cj) 3 

④返職(年〕金制度 x 121 0 23 ム 28 31 (Cj) 4 

⑤ その他(

(6) そ の 他

①労働協約の解釈・適用 × 271 0 21 (Cj) 4 

②苦情処理 × 15 51 (Cj) 6 

③就業規則の改廃 X 71 126 191 0 41 @ 4 

④ その他〔
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績を示しているのは，逆から言えば，ケース・バイ・ケースで弾力的な処理

に適した問題の性格を反映しているとも考えられる。

4. 社会的事項

大体において，この事項でも記入していないグループの業績が良し、。また

取り扱いの差によって生じる上下の業績の差は， r安全衛生J，r福利厚生J，

「文化体育活動」が相対的に大きかった。労使の利害が比較的一致しやすい

性質の事項であり，協議乃至共同決定の取り扱いを行なう企業の割合が多

く，業績的にも良い傾向が強い。

5. 労働条件事項

労働条件事項についても，業績の良いのは記入を行なわなかった企業グル

ープであり， 逆に業績の悪いのは， r報告・説明事項」にしている企業グル

ープである。これらの項目は元来団体交渉で取り上げられるとすれば，論議

を尽くすことが必要であり，協議乃至意見の一致を必要とすることとなろ

う。ちなみに 108社についての分析において，賃金制度の項目において，第

3位に業績の良いのは，協議事項として取り扱っている 40社である。

同時に実際問題として，こうした団体交渉の対象と考えられる項目が，約

9割の企業の労使協議機関で何等かの形で取り上げられている事実は， 労使

協議機関が，団体交渉の予備段階乃至はそれに代わるものとして機能してい

ることを示している。

6. その他

質問した 3つの項目についても，何も記入していない企業の業績が良し、。

「労働協約の解釈適用」について記入した企業の内で、は， 108社についての

分析では「報告・説明」とした企業が相対的に良いとの結果を示している

が， 1社のみであるので， むしろ次に良い業績を示している「協議事項」と

記入した 41社に注目すべきであろう。 60社についての分析でも同様で、， 社

数から言って協議事項としたグループが相対的に良い業績を示している。

「労働協約の解釈・適用」は，場合によれば外部の第三者の機関に仲裁を委

せることもできるが，苦情処理については容易にそうしたことは行なし頃弘、
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風土であることを考えると， r協議事項」や「意見の一致を必要とする事

項」としている企業が多くなるのは，当然とも言える。

「就業規則の改廃」についても， 元来労働協約に準じたものとして， 団体

交渉の対象となり得るものを含んでおり，問題がある場合には， r協議」する

か乃至は団体交渉で処理すべき事項であろう。ただこの問題は，日本生産性

本部の調査(昭和55年)からも判るように，規模により選択される項目に偏

りが認められ，規模が小さいほど「報告・説明事項」とされる場合が多い。

中小企業の場合，経営者の態度ともからんで，一概には断定し難いものを含

んでいる。

|業績評点I~~~I~~長|臨|開|卸吋品
定 期 4.96 2.56 2.39 0.0 4.74 7.38 4.49 

(11) (0) (9) (1) (1) 

定必期要のほかに 4.83 2.4.3 2.4.0 5.05 4.83 4.56 5.08 
に応じて (51) (2) (28) (11) (10) 

必要な場合 4.94 2.53 2.41 5.42 4.99 4.91 4.63 
(38) (5) (14) (10) (9) 

無 記 入
5.03 2.32 2. 72 0.0 5.07 0.0 4.92 
(8) (0) (6) (0) (2) 

止為
日 計 1(id|247l2引5州 1劃 13| 4.86 (22) 

一点l霊長官!円|臨!鵬業l卸Ij、市み襲
定 期 4.42 2.04 2.38 0.0 4.38 0.0 4.49 

(3) (0) (2) (0) (1) 

定必要期のほかに 4.83 2.43 2.40 4.74 4.80 4. 75 5. 16 
に応じて (21) (1) (17) (1) (2) 

必要な場合 5.04 2.59 2.45 4. 72 5.27 4.74 4.88 
(20) (1) (10) (4) (5) 

無 記 入
4.90 2.47 2.43 5.55 4.83 4.88 4.83 
(64) (5) (28) (17) (22) 

t. 
に1 計 1(1312ぺ2.431 5引 15努[ち!51 4.86 (22) 
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6. 協議会の開催と業績

全社レヴェルと事業所レヴェルで、の労使協議機関の開催が，定期的かそれ

とも必要に応じて聞かれるのか，その両者か，という点と業績の関係を見た。

結果的には必ずしも一定の傾向は認められず，会議の開催の住方よりも，会

議の内容が大切である事実を裏書きしているようである。(第 17・第 18表参

照)

7. 協議会開催の発議

開催の発議が「会社・組合双方いずれからでもでき，発議がなされた場合

相手が必らず、それに応じなければならなし、」という項目を選んだ 41社より

i雑評点lFElP2|議長[開|卸小売lzA集
必ず相手が応 4.84 2.44 2.40 5.01 4.84 4.94 
じる (41) (2) (20) (11) 

協開催議について 4.89 2.48 2.41 5.44 4.82 4.76 
(60) (5) (32) (11) 

そ の 他
5.21 2.80 2.41 0.0 5.21 0.0 
(3) (0) (3) (0) 

無 記 入
5.33 2.31 3.02 0.0 5.74 0.0 
(4) (0) (2) (0) 

メ〉、
日 計 ldos|2ぺ2必|5J!|刷協|

4.68 
(8) 

4.96 
(12) 

0.0 
(0) 

4.92 

4.86 
(22) 

i雑評点|的 1~~~~ I鎧判明卸小市繰
別の制度・取扱 4.85 2.44 2.41 5.04 4.89 4.51 
わない (40) (2) (21) (7) 

別的の制合度・予備 4.90 2.58 2.40 4.84 4.83 5.38 
話い (30) (3) (17) (7) 

区す別るせず・処理 4.82 2.42 2.40 6.30 4.83 4.68 
(34) (2) (17) (8) 

無 雪ロ寸u 入
5.33 2.31 3.02 0.0 5.74 0.0 
(4) (0) (2) (0) 

ぷ'"
口 計 1(ib:!|2ペ2引53I157H18|

4.98 
(10) 

5.09 
(3) 

4.56 
(7) 

4.92 
(2) 

4.86 (22) 
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も， r会社組合双方いずれからもでき， 発議がなされた場合， 開催するかど
うかについて協議する」と答えた 60社の方が，平均業績は良し、。ただ産業

別に見ると必ずしもこの順にはなっておらず，結局この面での業績差は余り

認められないと言える。(第19表参照)

8 労使の協議と団体交渉の付議事項の取り扱いと業績

労使協議機関と団体交渉の付議事項の取り扱いを3つのタイプに分けて比

較してみた。

1)，それぞれ別の制度として分かれており，労使聞の協議では団体交渉事

項は取り扱われない(分離型)。

2) ，それぞれ別の制度とされているが，団体交渉事項については労使聞の

協議でまず予備的な話し合いを行なう(連結型)。

3) ，両方の制度を特に区別せず，労使聞の協議で、団体交渉事項も処理する

(混合型)。

「分離型」は37%の企業によって選ばれており， 平均業績的には中位であ

る。ただし，製造業57社中，この型を採用した 21社の平均業績は一番良い。

次に「連結型」は 27%の企業によって選ばれ，業績的には一番良くなし、。た

だし， 鉱業・建設業に属する 2社においては， 良い業績を示している。「連

結型」の業績が良い事実は，我が国の労使関係における企業別組合としての

特質が，労使協議機関と団体交渉との関係に反映していると見ることができ

ょう。(第 20表参照)

9. 協議事項の処理と業績

団体交渉の対象ではない事項について，労使協議機関で意見の一致した場

合の処理について見ると， r協定書を作成し， 履行の義務を負う」が41.6% 

で，平均業績点は最も低いグループとなっている。次いで「協定書は作成しな

いが，履行の義務を負う」が 15.7%で，平均業績は中位であり，最後に「協議

内容を尊重し実現に努力する」が 33.3%で，平均業績は最も良L、。この項目

は，労使聞の信頼関係の反映としての面を有しており，相互の信頼の強い場

合には，特に協定書や履行の義務にこだわる必要がないとも考えられる(第
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|業績吋FE1F2|鶴来|製造業|卸 IJ，だん襲
協の定義務書作成履行 4.81 2.41 2.40 4.97 4.90 4.66 4.62 

(45) (4) (25) (8) (8) 

作行成しないが履 4.89 2.50 2.39 0.0 4.66 4.90 5.33 
の義務 (17) (0) (6) (8) (3) 

協議実現内容を尊重 4.95 2.53 2.42 5目94 4.81 5.15 4.97 
に努力 (36) (2) (23) (5) (6) 

そ の 他
4.96 2.56 2.40 5.45 5. 70 4.41 4. 73 
(6) (1) (1) (1) (3) 

無 言己 人
5.33 2.31 3.02 0.0 5.74 0.0 4.92 
(4) (0) (2) (0) (22) 

メ斗
日 計 1(i刈 2ぺ2必 |5311J刊誌|4.86 (22) 

|業績評点|開 I~~尚喜美|髄業|卸小れん集
5 回・ 6 回

4.80 2.41 2.39 5.51 4. 75 4.87 4.33 
(21) (3) (10) (4) (4) 

7回以上
4.90 2.49 2.41 5.17 4.87 4.84 4.98 
(84) (4) (46) (18) (16) 

そ の 他
5.51 2.26 3.26 0.0 6.69 0.0 4.92 
(3) (0) (1) (0) (2) 

l込
口 計 ldd?| 2.471 2ペ5州側 nhυ

、Jノ
0
0
つム・っμ

A
A
τ
/
t

、、

4.85 
(22) 

[業績評点[霊長官 I~~;t l 臨|時 1卸小右組
3・4・5・6回

4.84 2.44 2.40 0.0 4.72 4.83 5.07 
(27) (0) (13) (7) (7) 

7回以上
4.89 2.49 2.41 5.31 4.89 4.85 4. 73 
(78) (7) (43) (15) (13) 

そ の 他
5.51 3.26 0.0 6.69 0.0 4.92 
(3) (0) (1) (0) (2) 

メ斗
日 計 |(id?(2引2引5A11b!?118i 4.86 (22) 
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21表参照)。

11. 労使協議会の開催頻度と業績

全社レヴェルで、の協議会を， 80%以上の企業が，年7回以上聞いており，

年5・6回開催というグループよりも業績が良かった。なお， 5回以下という

企業は見当らなかった(第22表参照)。

12. 組合による協議会開催の発議と業績

全社レヴェノレの協議会のうち，組合発議により聞かれた会議の回数と業績

の関係をみた。 この場合も組合発議の回数の多いほど， 業績が良い(第 23

表参照)。

13. 労使協議機関で取り扱われた事項と業績

過去 1年間，全社レヴェルの労使聞の協議において，実際に取り上げられた

議題についてみた。一般的に言って，労働条件に関する事項 (17・18・19・

20・21)以外は，議題に取り上げた企業の業績が良く，労働条件に関する事項

については，その逆となっている。 50以上の会社で取り上げられた事項は，

「会社の業績と経理内容J(86社)， I採用・要員計画J(63社)， I安全衛生・

事故防止J(62社)， I中期経営計画J(54社)， I福利厚生J(52社)， I会社組

織機構の新設・改廃J(51社)の順となっている。

取り上げられた議題に対する組合の対応をみると，会社の説明を受けるだ

け(ただし質問を含む)のところが業績的には良く，組合側から積極的な提

案を出したところは「会社の業績と経理内容J，I営業戦略・営業目標」を除

き業績は低い。

一般的に言って，労使の見解に大きな差が無い故に，会社の説明と質問で

済ましている場合が多いのに対して，組合側からの積極的な提案が行なわれ

る場合には，現行制度が問題を含んでいる場合が多いためと思われる。特に

労働条件については，この点が明白で，組合側からの提案はこの問題に関し

て最も多く出され，かつ業績的には良くない結果となっている。逆に言えば

業績が悪い為に問題がある，と言えるかも知れない。

また社会的事項で、ある「安全衛生・事故防止J，I福利厚生」については，
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第24表労使協議の取扱い事演と言葉綴

0113 

O 
O 

※ O印→業績がー著書良かったもの x印一業綴が一番惑かったもの。
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取り上げなかった企業グループの業績が低い点は，労使協議制の性格から言

って興味がある点であろう。

会社と組合の見解の相違については， Iなかった」とLづ場合が業績的に

最も良い場合が多いのは当然であるが， I少し見解の相違があった」と答え

た企業の方が， Iなかった」と答えたものよりも業績の良い場合があるのは輿

このうち， I技術開発・新事業計画」については，各産業とも，この

グ、ループの企業の業績が良い点は，注目される。また「かなり見解の相違が

あった」としたグループが，一番業績の良い例が 2例あるが山、ずれも数が少

味深い。

1社の特に優れた業震が平均を押し上げているので，特に取り上げるほく，

どのことはない(第 24表参照)。

機密に関する情報の提供と業績

組合が経営・生産の機密に関する情報や資料を会社側に求めてきたとき，

14. 

会社側がどのような態度を取っているかを調べた。

まず基本方針として「機密に属するものは提供していなし、」と答えた 44社

良くなし、。「組合が要求する情報・資料は積の企業の平均業績は，(40.7%) 

労使のの平均業績が良い。極的に提供している」と答えた 62社 (57.4%)

当然の結果とも考えられる。信頼関係を示す 1つの指標として，

次に伝達方法としては， I成文化された資料・データも提供している」と

答えたものは 27社 (25%)である。「口頭のみで説明している」と答えたの

は16社 (14.8%)で，業績的にはこのグループが良くなし、。「ケース・パイ・

|業開点|霊長引開|鶴来|製造業|卸小市品
提供していな 4.87 2.46 2.42 5.52 4.84 4.83 4.67 
し、 (44) (4) (29) (4) (7) 

積極的に提供
4.91 2.48 2.44 5.04 4.93 4.85 4.93 
(62) (3) (28) (18) (13) 

そ の 他
5.07 2.40 2.36 0.0 0.0 0.0 5.07 
(2) (0) (0) (0) (2) 

4.86 
(22) 
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機密に関する情報の伝達方法と業績

|業績評点I~*長 1 ~~長崎喜美|製造業|卸小売Itみ襲
成文デ化され提た資供料 4.88 2.48 2.40 5.01 4.86 4.84 4.95 
ータも (27) (6) (10) (10) (5) 

口頭のみで説明 4.83 2.38 2.45 5.45 4.85 4.57 4.82 
(16) (1) (10) (3) (2) 

ケース・ノξイ・ケ 4.92 2.48 2.44 5.43 4.90 4.95 4.77 
ース (55) (4) (31) (9) (11) 

そ の 他
4.94 2.51 2.43 0.0 4.81 0.0 5.02 
(10) (0) (6) (0) (4) 

第 26表
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(22) 計メ込

日

機密に関する情報・資料の提供範閤と業績

[業績評点、I~*民 lPE1 簿業|製均時繰
第 27表

中央3役に限定
4.94 2.55 2.39 4.66 4.81 5. 14 4.98 
(32) (1) (15) (10) (6) 

中央役員に提供
4.74 2.35 2.39 5.12 4.79 4.63 4.59 
(16) (1) (8) (4) (3) 

支部執行部に提供
5.12 2. 71 2.42 5.36 5.12 4.91 5.21 
(1l) (1) (5) (2) (2) 

ケース・ノミイ・ケ 4.89 2.41 2目49 5.52 4.90 4.64 4. 71 
ース (39) (4) (22) (5) (8) 

中央3役だがケー 3. 71 1.32 2.39 0.0 0.0 3. 71 0.0 
ス・ノミイ・ケース (1) (0) (0) (1) (0) 

そ の 他
4.92 2.51 2.41 0.0 4.86 0.0 5.03 
(9) (0) (6) (0) (3) 
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業績的には一番良い結果を示で，と答えたものは 55社 (50.9%)

している。

ケース」

次に情報や資料を提供している範囲としては， r中央の 3役に限定してい
で，平均業績は2番目に良い結果を示している。「中る」が 32社 (29.6%)

央役員に提供している」は 16社 (14.8%)で，平均業績は良くない。「支部執

で，平均業績は一番良し、。「ケ

{ス・パイ・ケース」は， 39社 (36.1%)であった。組合三役が組合員の信頼

行部にも提供している」のは 11社 (10.1%) 
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く受けている場合誌，三三授に限定するのも 1つの方法であろうが，そう

でない場合には，かなり広い範囲にまで、知ら佼た方が良い場合があ

現われている。いずれにしろ，話頼関係の陪騒が基礎にあることは言うまで

もない(第25・26・27表参照)。

15. 協議内考察の缶達方法

労使関の協議の内容の一般従業数への法溶の方法改譲ベた。一番多かった

のは， [""会社の職制や組合築会などさど通じてね られるJと答えた 32

社 (29.6%)で，王子均業績は2番目に 、。一議業鎮の良かったのは，

舟報や総合ニ品{スなどで伝えられる」とする 24f.土 (22.2%) る。

使それぞれの立場でJ]1j々に協議会報等を作成して倍えられるj と たのは

25社 (23.1，5話) り， f労寵共同で、協議会報等を作成して伝えられるj と

答えたのは4社 (3%)で，平均業畿は最も 、。また「とくにしていないj

第28還を協議内容の伝達方法と業綴

その業他
3次産

労作使成共肉で協議会報等を 4.54 I 2.16 2.38 0.0 14.35 0.0 5. 12 
(0) I (3) (0) (1) 

労を使作成， J:jljki:こ協議会報等 2.40 4.71 ! 4.91 4.26 4.号。
く25) (3) ， (12) (2) く8)

社内報やニュース
5.03 2.63 2.40 6.25 I 4.87 5.53 4.30 
く24) (2) I (13) (5) (4) 

議?泌や集会で口頭 i4.99 2.57 2.42 5.29 5.04 4.77 5.20 (32) (2) I (14) (11) (5) 

とくにしていない|
4.80 2‘38 2. 42 I 0.0 i 4.80 0.0 0.0 
(3) (0) (3) (0) く0)

社内報やι ュ一人ロ芸員 i
4.80 0.0 4.87 4.56 4.84 
(3) (0) (8) (3) (4) 

労内使線翌，日々Zに品協議ス会報や社 4.44 2.06 2.38 0.0 4.44 0.0 0.0 
く1) (0) (1) く0) (0) 

労頭使別々
6レ 4.92 2.54 2.38: 0.0 4.92 0.0 0.0 ~ 

(1) (0) (1) (0) (0) 

労内使報別， 品々にユ協ー議ス会報や社 4.38 1. 99 2.38 0.0 0.0 4.38 0.0 
(1) (0) (0) ! (1) (0) 

労内使報別， ユ々に品協議ス会，報口議， 社 4.89 2.50 2.39 0.0 4金89 0.0 0.0 
く2) (0) (2) (0) (0) 

ぷ悶斗 14.90 2.47 2.43 5.31 4.88 4.85 4.86 
(108) (7) (57) く22) (22) 
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と答えた会社は3社 (2%)あり， 業績的には次に良くなし、。この外， これ

らのやり方を組み合わせている会社が， 8社 (7%)あった。なお，伝達方法

は，規模と関係する面が大きいことに留意する必要がある(第 28表参照)。

16. 専門委員会の設置の有無と業績

労使協議の実を上げるために， 専門委員会を設ける場合があるが， r現在

設けている」のは 36社 (33.3%)あり， このグループの平均業績は良くな

い。現在何らかの問題を抱えている場合が多いからであろう。過去5年間に

「設けたことがある」のは 21社 (19.4%)，過去5年間に「設けたことがな

L 、」のは 47社 (43.5%)で， 平均業績は良し、。なお専門委員会の設置は，

規模との関係が認められるので， r設けたことがなし、」比率は，日本生産性本

部の調査(昭和田年調べ25.4%) よりかなり高いものとなっている(第 29

表参照)。

なお専門委員会が，現在ある乃至は過去にあった場合の委員会の種類と業

績との関係を調べてみたのが，次表である(第 30表)。

17. 労使協議充実のための施策と業績

労使協議充実のための諸施策と業績の関係を調べたところ，何等の施策も

行なっていないと答えた会社が2社(業績4.70)あるが，何等かの施策を行

なっていると答えた 106社(業績4.90)より業績は悪し、。内容的には，関係

|業績評Jh司主義主[製町小市議
現在設けてい 4.79 2.40 2.39 5.05 4.73 4.62 5.03 
る (36) (2) (19) (7) (8) 

設けたことが 4.91 2.52 2.39 4.66 4.81 5.17 4.83 
ある (21) (1) (11) (6) (3) 

設なけたことが 4.94 2.51 2.42 5.61 4.96 4.81 4.70 
し、 (47) (4) (25) (9) (9) 

無 雪ロ寸μ 入
5.33 2.31 3.02 0.0 5.74 0.0 4.92 
(4) (0) (2) (0) (2) 

メ込
ι」 計 I(i，d|2ぺ2必 |5J!| 間[13H14f
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第30表専門委員会の有無と業績

一一一 委員会の有無| 士 | 間|有|無

専門委員会名 一一一一J (会社数) (会社数〉

生 産 性 委 員 ~ ( 8) 

経営 専 門 委 員 ~ 、 ( 8) O 
安 全 衛 生 委 員 ~ (29) O 
数育・訓練・能力開発委員会 ( 3)(小売)0

福 矛日 厚 生 委 員 会 (25) 

賃 金 制 度 委 員 ~ 玄 (29) 

定年再雇用委員会 ( 8) O 
退職金制度委員会 (10) 

そ の 他 (13) O 

※ O印は業績の良いことを示す。

第31表労使協議充実のための施策と業績

~ー-一一 1 ~ 

会社側関係者は全員出席を励行し
ている

労使関の協議のための事務局を設
置している

学使関係および労使聞の協議に関
る教育活動をしている

き使聞の協議の理撃促進のための
報活動を社内報等を通じて行な
っている

そ の他

※ O印は業績の良いことを示す。

実施している
(会社数〉

(62) 

(34)(差はなしう

( 7) 0 

(21) 0 

(4) 0 

(100) O 
(100) 

( 79) 

(105) 

( 83) O 
( 79) O 
(100) 

( 98) O 
( 95) 

実施していない
(会社数〉

( 46) 0 

( 74)(差はない〉

(101) 

( 87) 

(104) 

者が全員出席するとか，事務局を設けているとL、う形式的事実よりも，教育

活動の実施やコミュニケーションの促進等，内容のある施策が業績を上げて

いることが自につく(第31表参照)。

18. 協議の目的と業績

労使聞の協議を規定している協約や，運用上協議機関がどのような目的を

持っているかを調べてみた。 7項目の目的を設定し， その中から近いもの 2

つを選んで、貰った。

一般的に言って，労使の意思疎通を目的として設けられている場合が業績
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第32表労使協議の目的と業績

※ O印は業績の良いことを示す。

(30) 

(45) 0 

(26) 

(65) 

( 6) 0 

(35) 0 

( 1) 0 

( 0) 

( 78) O 

( 63) 

( 82) 0 

( 43) 0 

(102) 

( 73) 

(107) 

(108) 

第33表最近5年間の各事項の対処の仕方と業績

イ ロ ノ、 一 ホ

主議る

襲革協議にまけ会fま責伝で霊
最でつ

協の意すで合、協議でま

近例た
五は
年な
聞か

は) 賃金制度・体系の改定 O 39 23 X 6 2 38 

(2) 労働時間・制度の変更 44 31 X 61 0 1 26 
(鈎事業所をこえる配置転換 O 2 × 10 26 16 54 

凶定年の延長・再雇用制の実施 × 301 0 16 5 2 55 

5) 希望退職の募集 O 3 2 3 × l 

※ O印は業績の良いもの x印は業績の悪いものを示す。

的に良く，紛争の処理や経営活動への積極的協力を期待している場合は，業

績的には余り良い結果は出ていないと言い得ょう。

19. 労使条件の変更の実施方法と業績

最近の 5年間における 5種類の労働条件の変更に際しての団体交渉と，労

使協議制とのかかわり方と業績との関係を調べた。即ち， 5種類の労働条件



34 (34) 経済学研究第32巻第1号

にかかわる事項に対する処理方法として， 5つの選択肢を提供して，選択記

入を求めた。その結果は次表の如くであった(第 33表参照)。

このうち「労働時間・制度の変更」については，最も業績の良い「げ)労使

協議にかけず会社の責任で実施」を選んだのは 1社であり，次に良い業績を

上げたク

社のクグ守ル一プでで、ある。従つて，業績の良いグループは，労働条件に関しては，

団体交渉によるか，労使聞の協議で合意するまで協議するグループとなって

いる。換言すれば，相互に話し合って合意に達するか，乃至は話し合った後

に，最終決定は団体交渉で行なうとL、ぅ形が増えてきており，業績的にも良

い傾向がでてきていると見られる。

20. 管理上の諸施策の導入と業績

従業員の管理上の諸施策のうち，提案制度，目標管理制度，自己申告制度，

QC・ZDなどの小集団活動，職務拡大，職務充実， フレックス・タイム，能

力開発プログラム，カウ γセリシグの8施策について，その導入の有無げ)，

第34表導入した諸施策と業績

イ 戸 ノ、

導 l 2 3 1 2 3 4 
入

積の 会社施実
{会社llU報告労使皇で突施え

とくてい 無 否

有無 極 関 定
ヵ: 的

Iこな
I~\ 自甘

カミ 反対い

i字数ヱ上ト文 有 無 方的 説明ら
で で

の
協力 t土 あ あ

う し る る
、ーノ

①提案制度 72 O ナ
xl28 18b 451 1191 x 4 l 

② 目標管理制度 38 O )1~ 
01211x 710 211 x 116 O O 

③ 自己申告制度 0116 910 181 1211 x 1 O 

④ QC・ZDなどの小集団活動 41 O x 112 20 019 O 30lx 11 O O 

⑤職務拡大・職務充実 26 O xl 5 0115 510 151x 8 O O 

⑤ フレックス・タイム制 10410 010 11 x 31x 110 2 O l 

⑦ 能力開発プログラム 91 O xl8 O 5 310 71x 9 O O 

③ カウ γセリ γグ 1510 p 41x 8 31xJ9P 9 O O 
※ O印は業績の良いところ x印は業績の悪いところを示す。
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導入の際の組合との交渉(ロ)，労働組合の態度付と業績の関係を調べた(第

34表参照)。

表から判るように「自己申告制度J，Iフレックス・タイムJ，I能力開発プ

ログラム」とL寸北海道の企業にとっては，やや新しすぎる感じの 3施策を

除くと，各施策を導入している企業の業績が良し、。一般的に言って，積極的

に各種の施策に取り組んでいる企業が，一般に良い業績を上げる傾向が認め

られる。

これら施策の導入に対しては， 組合は積極的に協力するか， 黙認するか

で，否定的な態度は殆んど見られていない。業績的には積極的に協力してい

るところが良く，またその導入に際しては，会社からの説明報告が行なわれ

ているところが良く，会社が一方的に実施したところは，業績的に良くない

場合が多い。当然のこととは言え，新しい施策の導入に際して.従業員の理

解を得ょうとする努力の重要性が示されていると言えよう。

四，結

日本的な経営参加の制度の中心を成すものは，労使協議制度である。我々

の調査でも 97%強の企業において，何等かの形でこの制度が認められた。こ

の労使協議制度は，我が国では，労使関係が企業別組合組織を基礎として成

り立っているところから，団体交渉制度との関係から見ると， ILO等の考え

方とは異なり，事実上団体交渉の予備交渉の場としての機能を果したり，事

実上団体交渉制度に代わるものとして機能したりしている場合が多L、。我々

の調査でも，その 9割においてそうした性格を見出している。

ところで，こうした極めて日本的な特徴を有した労使協議機闘を，企業業

績の面から分析してみると，かなり明白な特質を指摘することができる。

まず指摘できることは，労使協議機関は労使の聞のコミュニケーションの

促進，即ち組合員が使用者の考えを知り，使用者が組合員の考えを知り，そ

の上で紛争の防止を考える場所として設けられている場合が，企業にとって

一番好ましい結果を示している。経営者側が使用者側の考え方を伝え，組合
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員の協力を求める場としたり，生産性向上のための研究協議の場としたりす

ることは，企業業績の上で必ずしも好ましい結果を生み出しているとは言え

ない。

従って，本来なら団体交渉の対象となる事項がここで自然に取り上げられ

ることとなるが，その処理の仕方が企業業績に大きな影響を与えることとな

り，欧米流の考え方によると，本来労使協議機関の取り扱うべき主要項目と

考えられる福利厚生，安全衛生，事故防止，教育訓練，能力開発，或いは採

用・要員計画や職務拡大・職務充実や無駄排除，品質向上のための小集団管

理のような諸問題は，相対的に余り大きな影響を企業業績に対して及ぼさな

いとし、う結果を生み出している。

本調査で分析された個別の諸項目と業績との関係も，基本的にはこの日本

的労使協議機関の性格を反映していると言える。即ち，労使協議機関は，事

業所にのみ設けられるよりも，全社レヴェルで、設けられる方が業績の向上に

繋る傾向があり，その設置は会社側の発議によるよりも，組合側の発議によ

る場合の方が平均すると業績が良く，その設置が労働協約に基づいている場

合がそうでない場合より良く， また開催の時期や形式は余り重要ではなか

った。そして付議事項について，団体交渉事項と労使協議機関の事項を明白

に区別して規定しない企業の方が，区別しているものよりも業績的にも良か

ったし，機密に属する事項も，積極的に提出して，支部執行部にまで知らせ

る方が良いとの結果が示されていた。また過去1年聞についてみると，労働

条件に関する事項を除き，協議機関で取り上げられる事項は取り上げている

企業の方が，取り上げていない企業よりも一般に業績が良L、。こうした現象

はいずれも労使双方の考えを相互に理解しあうことにより，事前に問題の発

生を防止していこうとする性格が，業績と結びつくところから生じた現象と

理解できる。

従って，付議事項の処理も，団体交渉の付議事項となりうるものについて

は，例えば労働条件に関する項目について明白に見られるように，協議機関

で扱う場合に報告・説明事項にとどめる場合，企業の業績には良好な結果を
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みることが稀で，むしろ規定に加えずに団体交渉で処理できる道を聞いてお

く方が良い結果を生むことを示している。

しかし同時に労使協議機関として本来扱うべき福利厚生・安全衛生，文化

活動等は取り扱い規定に含めておくことが必要であり，それを含まない企業

の業績は良くない場合が多い。

結局，我が国の労使協議制は， ILOを始めとする欧米で考えられているよ

うな，労使協議機関としての機能を含めながら，より以上に労使のコミュニ

ケーション・チャネルとしての機能を円滑に果す機能が重要なものとして含

まれて，その延長上に団体交渉の課題の解決を探る機能を含むに至っている

と言えよう。近年に見られるように，労使の研究協議で具体的な解決策を捜

す必要のある課題が増加してきている事実より考えると，こうした我が国の

労使協議制の在り方は，今後一層重要性を増すものと考えられる。



38 (38) 経済学研究第32巻第1号

企業成長に対する組合の影響についての調査

昭和 56年 B月

T (電話)
会社所在地

会 社 名

水産業 鉱業 建設業 食料品 繊維 木材・木製品 家具・装備品

産業分類 紙・パルプ 出版・印刷 化学工業(薬品・その他) 石油石炭 コ'ム 皮

革 窯業・土石(ガラス・セメント・窯業) 鉄鋼 非鉄金属 金属製品
最も売上高の多い 一般機械 輸送像械(自動車・造船・その他) 精密機械 その他製造 卸売
業種を右の欄から (卸売・商事) 小売(百貨底・スーパー・小売) 銀行 信用組合保険(生命一つ選び、 O印を
つけて下さL、。 保険・損害保険) 不動産業 運輸・倉庫

運輸 通信 電力 ガス サービス

記入担当者の
所属部課名

記入担当者氏名

1 あなたの企業の従業員数は何名てすか。

正規従業員総数 名

うち女子 11 名

臨時従業員総数(パートを含む名

2. 正規従業員の平均年齢は

従業員全体の平均年齢 (約 )歳

男子従業員の平均年齢 (約 )歳

女子従業員の平均年齢 (約 )歳

私鉄

3. つぎにあなたの企業の労働組合についておうかがいしますo

(1) 労働組合がありますか。

1 ある 2 ない

，<ス・タクシー そ自他

(吋 労働組合がある場合，以下についてお答え下さい。上部団体についてはO印を記入して

下さい。(組合が，工場ごとや部門ごとなどその他の理由で二つ以上の場合もすべてお

答え下さいo ) 
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① 

a 上部団体加盟の有無

① 総 ② 同
③ 立申
@新⑤無

b産業別組織 c地域別組織 | 
組合の名称 組合員数

産所
@加入し ③加入し

連労
①末加入 @未加入

評 盟 glJ 属 ている ている

A. 

B 

C. 

り 以上の組合のうちで労使聞の協議に取り組んでいるのはどの組合ですか。該当労組に

0印をつけて下さい。

1. 全社レベルの労使間の協議に取り組んでいる。

( Aー労組， Bー労組， cー労組)

2 事業所レベノレの労使聞の協議に取り組んでいる。

( Aー労組， Bー労組， C-労組)

※ 以下については，現在労使聞の協議を実施している主な(人数の多い方の)労働組合

との関係を前提にお答え下さい。

4 貴社ては常設的な常使聞の協議の機関(労使懇談会のようなものを含む〉がありますか。

全社レベル，事業所レベルのそれぞれについてお答え下さい。

(11 全社レベノレ

1 ある 2 まだないが設置したい

3 現在のところ設置することは考えていない

(21 事業所レベノレ

1 ある 2 まだないが設置したい

3 現在のところ設置することは考えていない

5 それが設置されたのはいってすか。またそれを発議したのは労使のどちらでしたか。

(11 全社レベノレ 昭和 年1. 組合が発議 2 会社が発議 3. その他

(21 事業所レベノレ 昭和 年 組合が発議 2. 会社が発議 3 その他

6 貴宇土て労使間の協議の機関を設置している根拠はなんですか。

(11 労働協約(個別の協定も含む)

(21 労働協約以外の労使の申合せ(内規等も含む)
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7. 労働協約及び申合せては勢使関の協議の機関の付議事項の取り扱いはどうなっていま

すか。報告説明する事項，協議する事項，意見の一致を必要とする事項のそれぞれに自立当

する欄にOをつけて下さい。

一一一一一一一一
報告説明

協議事項
意見由一致を

該当なし
のみ四事項 必要とする事項

111 経営的事項

①経営方針

② 営業・生産等の当面の目標

@ 会社の業績と経理内容

@ 会等社統組織廃機構の新設) 改廃(工業・事業所
の 合を含む

@ 企業の道外進出

⑥ 企資業の海含外む進出(海外支居，合弁企業への
出を ) 

⑦ その他(

121 生産的事項

①生産計画

②設備計画

@ 新織械・新技術の導入

@生産性の測定

⑤ 提案制度によって提察された事項の処理

⑤ その他(

131 人事的事項

① 採用・配置基準

②人事異動基準

①教育訓練計画

④ 勤務態織の改善

③職務分析

⑤評価評定基準

① 配転・一時帰休・人員整理

@ その他(

141 社会的事項

①安全衛生

③ 福利厚生(企業内福利厚生施設の運営等)

① 文化体育活動(余暇開発等)

@公害対策
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② 

一一一一一一一一一
報告・説明 協議事項 意見の一致を 該当なし
のみの事項 必要とする事項

①地域問題

① その他(

(51 労働条件事項

①賃金制度

②労働時間休日制度

①定 年 告4

@ 退職(年)金制度

⑤ その他(

(61 そ の 他

①労働協約の解釈適用

②苦情処理

① 就業規則の改廃

@ その他( ) 

8. 労使聞の協議会開催は定期的に聞かれますか，それとも不定期てすか。

(11 全社レベル:

l 定期的のみ 2 定期のほかに必要に応じて 3 必要な場合に

(21 事業所レベJレ:

1 定期的のみ 2 定期のほかに必要に応じて 3. 必要な場合に

9 労使聞の協議会開催の発議はどのようになっていますか。

(11 会社，組合双方いずれからでもでき，発議がなされた場合

相手が必らずそれに応じなければならない

(21 会社，組合双方いずれからでもでき，発議がなされた場合

開催するかどうかについて協議する。

r
f
f
l
t
h
、
¥

他のそ司。

10 卦使間の協議と団体交渉の付議事項の取り扱いはどうなっていますか。

(1) それぞれ別の制度として分かれており，労使聞の協議では団体交渉事項は取り扱われ

なL、。
(2) それぞれ別の制度とされているが，団体交渉事項については労使関の協議でまず予備

的な話合いを行なう。

(3) 両方の制度をとくに区別せ1，労使間の協議で団体交渉事項も処理する。
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11 通常，団体交渉の対象てない協議事項について労使聞の協議て意見の一致した場合どう

処理しますか。

(1) 協定書を作成し，履行の義務を負う

(2) 協定書は作成しないが，履行の義務を負う

(3) 協議内容を尊重し実現に努力する

(4) その他(

12 会社レベルの労使聞の協議は普通平均して 1年間に何回位開かれますか。また，そのう

ち組合の発議によるものは何回位てすか。

四位(うち組合発議 回位)

13. 全社レベノレの労使間の協議において，過去一年間に定期，不定期をふくめて，次の各事

項はとりあげられましたか。また，それらにたいする組合のとりくみは，どうでしたかo

該当する欄にO印をつけて下さい。

|¥ 
組合也対応 会昆議の場で会社と組合とで

解の相違が

議題とな 会社白説組合とし組合側か

ったもの 明るをだけうけ ての意見 らのf直属
かなりあ少しあっ

なかった
(質問を 的な提案 った た
合む) を述べた を出した

①企業環境分析

②中期経営計画

③会社四業績と経理内容

@会社組織機構の新設・改廃
(工場・事業所等の統廃合を
含む)

e技術開発・新規事業計画
⑤道外への進出

①海外進出・国際関係

⑥営業戦略営業目標

@環境公害安全対策

⑩採用要員計爾

。人事異動基準

@教育訓練能力開発

⑬人事考課・評価・評定基準

⑬配転ー 時帰休・人員整理

⑬安全衛生事故防止
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① 

¥¥  
組合の対応 会議解申場で会社と組合とで

見白相違が

議題とな 会社の説組骨とし組合側か

ったもの 明をうけ らの積極 かなりあ少しあっ

る(質だ問け在 ての意見 的な提案
なyがった

った た
含む) を述べた を出した

⑬福利厚生(企業内福利厚生施
設の運営等)

⑫賃金体系の改定

⑬高齢化及び定年延長の諸問題

@企業年金制度の導入 改定

@共済制度の導入・改定

0J'Ji倒時間休日制度

⑫軒i合員の範囲

14 組合が経営・生産の機密に関する情報や資料を会社側に求めてきたとき，会社側はどう

いう態度をとっていますか。

(¥1 法 本 方 針 1. I幾告に属するものは提供していない

2 組合が要求する情報.資料は積根(I"Jに提供している

(21 伝 達 方 法 1. rN文化された資料・データも従供している

2 口頭のみで説明している

3 ケース・ノW 千 ケース

(31 提供している範問 1 中央の三役に限定している

2 中央役員には提供している

3 支部執行部にも提供している

4 ケース・ノミイ・ケース

15 労使間の協議の内容は一般従業員，組合員にどのようにして伝えられますか。

(1) 労使共同で協議会報等を作成して伝えられる

(21 労使それぞれの立場で別々に協議会報等を作成して伝えられる

(31 社内報や組合ニュースなどで伝えられる

(4) 会社の職制や組合集会などを通じて口頭で伝えられる

(5) とくにしていない

16. 労使聞の協議機関の下部組織として専門委員会正過去 5年間に設けたことがありますか。

(1) 現在設けている (2) 設けたことがある (3) 設けたことがない
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17 専門委員会がある(あった〕場合お答え下さい。

※どのような委員会があります(ました)か，次の項目より選んで下さい。(名称にこだ

わらず内容でお答え下さい)

(イ)生産性 (ロ)経営

付教育訓練・能力開発 的福利厚生

付安全衛生

(寸賃金制度

(内 定年・再雇用 約退職(年)金制度 (リ) その他

18. 貴社ては卦使聞の協議を充実させるために以下の諸施策について実施していますか(実

施しているものについてすべてにO印をつけて下さい。〕

(1) 会社側関係者は全員出席を励行している

12) 労使関の協議のための事務局を設置している

(3) 労使関係及び労使聞の協議に関する教育活動を行なっている

(4) 労使聞の協議の理解 促進のための広報活動を社内報等を通じて行なっている

(5) その他(

(6) 特に何も行なっていない

19. 貴社の労使聞の協議の目的についてお答え下さい。卦使間の協議正規定している協約上

や実際の運用上に基づいて，下記の(1ト(8)のうち，近いものを 2つ選んでO印をつけて下さい。

(!) 団体交渉に含まれないような労使閣の問題処理のため

(2) 労使のコミュニケーションの円滑化による，労使聞の紛争の末然の防止をするため

(3) 生産性向上のための方策について労使が共同で具体的に研究・協議するため

(4) 経営の実状及び経営者の考え方を組合担ljに説明し，その理解と協力を求めるため

(5) 労働条件や人事に影響を及ぼすような，事業展開や新技術の導入などについての事前

協議をするため

(同 企業の民主的・効率的運営のために，経営の基本方針や計画などについて労使が自由

に意見交換をするため

(1) 会社全体から職場レベノレの意思決定まで，労働者の発言権の増大を図るため

(8) その他(

20 最近5年聞に，貴社ては以下のようなことがありましたか。それぞれの事項について，

どのように対処しましたか。選択肢より選んてイ，口γ ・の記号を右欄に記入してくださし、。

(1)賃金制度 体系の改定
(1) 

(2) 労働時間 制度の変更
(2) 

(3) 事業所をこえる配置転換
(3) 

(4) 定年の延長・再雇用制の実施
(4) 

(5) 希望退職の募集
(5) 



45 (45) 真野・佐議長労働組合の参加形態と企業成長

@ 

長霊祭主支

イ， 閲体交渉でき是めた

口， 労使閣の協議議で会主主するまで協議した。

~労使協議にかけ，会役立~J費jまにおいて災絡した
労使主主義義にほかけずに，会社の賞授において実主主した

ホ，最近 5年郊ではそのような例はなかった

21.イ 震後では，下表にあげた緩重量主義緩や労務管理施策が導入されていますか。導入寄れ

ている場合はそれぞれの施策について. 1擦にOa:つけて下さい。

D 災害土て導入された諸施策について労'使てどうとザ主要っていますか。""Fの 1-3のい

ずれかを譲び，下車聖日擦の緩急議事番号にOをつけて下さい。

l 会主主治宝…方的に実施している 急 会tl仰jから総括丹綴2きしている

3 労使で滋後のうえ3軽減している

ハ 言差是士て'導入された緒方懇談iこっし、て，労働組合はどのような態度悲がしていますか。

下の 1-4のいずれかを選び.""F署警のハ様の務会話守番号にOをつけて下さい。

1. 義者主量的に主義している ;と とくに反対はしていない

j縫関心である 4. ~):主吉きである

4
答
申
品
約
で
品
る

3
無
間
関
心
で
あ
る

2
p
fに
反
対
は
し
て
い
な
い

ー
同
制
緩
的
に
瀦
み

I 3 
4話|労
役|使
綴 lで
か!擦
も j 正義
説 IU) 
明 iう
報!え
告 i災
B長

1
A
x
u
t
が
一
方
的
に
災
後

ィ
…
措
明
人

田

有

無

¥¥  

¥ 

1 . 2 ・3・4
1 • 2 • 3 . 4 

1 • Z ・3 ・4

1 ・ 2 ・ 3 ・4

1 .・ 3 ・4
1 ・ 2 • 3 • 4 

1 ‘ 2 ・ 3 ' 4 
i ・2 ・

・3

1 '・ 3

1 、2 ・3

1・2 . 3 

2 ' 3 

3・2 ・3
2 . 3 

1 司 2 ・ 3

l有無
i符・無
! 干す 益 事基

ヰ守 ー 主翼

手i 議
有無

有・無

有・童話

後案事glJ!

信擦管理事j絞

自己申食事号護軍

Q C. ZDなど串'J、主義主君主5勤
職務拡大・機務充実

7レァタス、タイム制

緩力絞殺プログラム

カウンセ守ンダ

m
w
品
W

③

m
w
m宮
市
宮
⑦
⑨
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⑤ 

悶22 以上向労使関係の実情と企業成長との関係を見るために貴社の経営指標をお教え下さい。(年 2回決算の場合は年間合計数字でご記入下さい。)

一一一一一一 昭和 52 年度 昭和 53 年度 昭和 54 年度 昭和 55 年度 昭和56年度(予定)

売 上 高 1 ! ! ! 1 j 1 1百万円 1 i ! !! ! I百万円 ii!j iii|百万円 1: 1: i ! ! 1百万円 |!!ijjj|百万円

経 常 利 益 LIi TTlJ百万円 1 ¥ ¥ ¥ j ¥ i I百万円 1 j : ¥ j j j I百万円 ， j j j j j 1]百万円 rTT iiTi I百万円
人資本 Ijj! ! ! ! I百万円 1:fl ! 1百万円 ljj|百万円 uji|百万円 lif r ]-_--:--~|百万円 | 

己資本 ITTI_j LI-'百万円 [llLUJJ百万円 |jjj j;;|百万円 I ! i i ! i i I百万円 I ! ! i i ! i I百万円 l 
注 111 他人資本及び自己資本は期末残高の数字をご記入下さ~" 

①他人資本~流動負債(支払手形，買掛金，短期借入金，納税引当金などれ固定負債(社債，長期借入金，退職給与引当金など)，特定引当金(価格変動準備金，公害防止準備金など)の計。

②自己資本~資本金又は元入金，法定準備金(資本準備金一商法第 288条の 2に掲げるもの，利益準備金 商法第 288条に掲げるもの，再評価積立金など)，剰余金(任意積立金及び繰越利益剰余金期末残高又は繰越欠

損金期末残高の計で当期利益は除く)，当期利益(法人税及び特別損益等の控除後の最緯利益)の計。

(2) マイナスの数字は，頭部に企印をおつけ下さい。

最後に，現在貴社がかかえている問題があれば，その最も大きなものをお教え下さ L、。

※ 御協力どうもありがとうございました。




